
都市税財源の充実確保に関する重点提言 

 

地方分権確立の基礎となる都市税財源の拡充に向けて、国は、次の事項の実

現について積極的かつ適切な措置を講じられたい。 

 

１．真の分権型社会の確立に向けた地方税体系の構築 

（１）地方が担う事務と責任に見合う税財源配分を基本とし、当面、税源移譲

による国・地方の税源配分「５：５」の実現を図ることにより、地方の財

政自主権を拡充すること。 
（２）都市自治体が行う住民生活に直結した行政サービスの財政需要の急増と

多様化に迅速かつ的確に対応できるよう、一般財源を充実確保する観点か

ら、税源の偏在性が小さく、税収が安定的な地方税体系を構築すること。 

 

２．法人実効税率の見直しに伴う代替財源の確保 

国・地方を通じた法人関係税収は、都市自治体の行政サービスを支えるう

えで重要な財源となっており、更に法人実効税率を引き下げるに当たっては、

恒久減税による減収には恒久財源で補てんするなどにより、地方の財政運営

に支障が生じることのないよう必要な税財源措置を講じること。 

 

３．地方法人課税の偏在是正に当たっての都市自治体の意見の反映 

消費税率（国・地方）10％段階で法人住民税法人税割の交付税原資化を更

に進めるに当たっては、企業誘致や地域の産業経済活性化のための様々な施

策を通じて税源涵養を図っている都市自治体の努力が損なわれることのない

よう十分配慮すること。 

  法人住民税法人税割の交付税原資化については、地方消費税率の引上げに

伴う地方団体間の財政力格差を是正するために創設されたものであり、これ

を地方一般財源の不足に対する確保策としないこと。 

 

４．消費税の軽減税率制度導入に係る慎重な検討 

持続的な社会保障制度を構築し、その安定財源を確保するため平成 29 年４

月に消費税率（国・地方）を 10％に改定することとなっているが、税率 10％

 



時に導入するとされている軽減税率制度については、対象品目選定の公平性、

困難性等様々な課題があることから慎重に検討すべきであり、実際に導入す

る際には、都市自治体の社会保障財源に影響を与えることのないよう確実に

代替財源を確保すること。 

 

５．償却資産に対する固定資産税の現行制度の堅持 

固定資産税は、市町村税収の大宗を占める重要な基幹税目であり、市町村

の行政サービスを支えるうえで不可欠なものとなっていることから、引き続

きその安定的確保を図ること。 

とりわけ償却資産に対する課税については、国の経済対策等の観点から、

制度の根幹を揺るがす見直しは断じて行うべきではなく、現行制度を堅持す

ること。 

 

６．ゴルフ場利用税の現行制度の堅持 

ゴルフ場利用税については、その税収の７割が交付金としてゴルフ場所在

市町村に交付されており、市町村のゴルフ場関連の財政需要に対応するとと

もに、特に財源に乏しい中山間地域の当該市町村にとっては貴重な財源とな

っていることから、現行制度を堅持すること。 

 

７．車体課税の見直しに伴う安定的な代替財源の確保 

自動車取得税については、消費税率（国・地方）10％時に廃止するとされ

ているが、その税収の７割が交付されている市町村においては特に大きな減

収となることから、都市財政運営に支障が生じることのないよう、確実に代

替財源を確保すること。 

また、自動車重量税についても、税収の４割が市町村に譲与されている現

状を踏まえ、その見直しに当たっては、都市財政運営に支障が生じることの

ないよう、所要の財源を確保すること。 

 

８．地方の地球温暖化対策に関する財源の確保 

地球温暖化対策のための石油石炭税の税率の特例による上乗せ分について

は、地球温暖化対策など環境施策において都市自治体の果たしている役割等

を踏まえ、その一部を地方へ譲与すること。 

 



 

９．地方交付税総額の確保と法定率の引上げ 
（１）地方創生への積極的な取組をはじめ、医療・介護等の社会保障、施設の

老朽化や防災・減災対策を含めた社会資本整備、地域の人口動態や行政区

域の拡大等に伴う新たな対応など、都市自治体の行政運営に必要な財政需

要については、単独事業を含め的確に地方財政計画に反映させ、必要な地

方交付税総額を確保し、地方交付税の持つ財源調整・財源保障の両機能を

強化すること。 
（２）恒常的な地方交付税の財源不足については、臨時財政対策債によること

なく、地方交付税の法定率の引上げ等により対応するとともに、地方の固

有財源である「地方交付税」を特会直入とする「地方共有税」に変更する

こと。 
 

10．地方創生の実現に向けた財源の充実 

（１）地域の実情に応じたきめ細かな施策が実施できるよう、平成 27 年度地方

財政計画に計上された「まち・ひと・しごと創生事業費」の拡充を図るこ

と。 
（２）地方版総合戦略に盛り込まれた施策を具現化し、地方創生を成果あるも

のとするため、自治体間の連携や産学官等の多様な主体の参画促進など、

地方創生を深化させる都市自治体の施策に活用可能な、対象分野、対象経

費の制約を排除した自由度が高く継続的な新たな交付金を平成 28 年度当

初予算において確実に創設すること。 
 
11．財政健全化に向けた歳出改革 

（１）現在、政府等において進められている歳出の見直しにおいては、支出規

模の大きさから社会保障や地方財政について重点的に取り組むとしている。

地方歳出の大半は法令等に義務付けられた経費であることを十分に勘案し、

国の制度や法令の見直しを行わずに地方の歳出を見直すことは断じて行わ

ないこと。 
（２）ＰＰＰ／ＰＦＩ導入については、都市自治体の置かれている状況は多様

であり、事業の規模や採算性がそれぞれ異なること、公共投資や公共施設

等の性質からみてＰＰＰ／ＰＦＩに必ずしもなじまないものがあること等

 



を踏まえ、都市自治体の自主性に委ねること。 
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